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生コンクリート標準配合表（一般土木） 

単価ｺｰﾄﾞ 設計表示名称 

仕様内訳(配合) 

ｺﾝｸﾘｰﾄの

種類によ

る記号 

呼び強度
ｽﾗﾝﾌﾟ

(㎝) 

粗骨材の

最大寸法

(㎜) 

ｾﾒﾝﾄの 

種類に 

よる記号 

水ｾﾒﾝﾄ比 

W/C(%) 

ｾﾒﾝﾄ量 

C(㎏/m3)

T1631 18－8－25(20)注 14(高炉) w/c≦65% 普通 18 8 注 11 25(20)注 14 BB 65 以下  

T1632 18－8－40(高炉) w/c≦65% 普通 18 8 注 11 40 BB 65 以下  

TZJ2012001 18－8－25(20)注 14(高炉) w/c≦60% 普通 18 8 注 11 25(20)注 14 BB 60 以下  

TZJ2012010 18－8－40(高炉) w/c≦60% 普通 18 8 注 11 40 BB 60 以下  

TZJ2012008 18－5－40(高炉) w/c≦60% 普通 18 5 40 BB 60 以下  

T1643 21－8－25(20)注 14(高炉) w/c≦60% 普通 21 8 注 11 25(20)注 14 BB 60 以下  

T1644 21－8－40(高炉) w/c≦60% 普通 21 8 注 11 40 BB 60 以下  

TZJ2012002 21－8－25(20)注 14(高炉) w/c≦55% 普通 21 8 注 11 25(20)注 14 BB 55 以下  

TZJ2012019 21－8－40(高炉) w/c≦55% 普通 21 8 注 11 40 BB 55 以下  

TZJ2012004 24－8－25(20)注 14(高炉) w/c≦55% 普通 24 8 注 11 25(20)注 14 BB 55 以下  

TZJ2012023 24－8－40(高炉) w/c≦55% 普通 24 8 注 11 40 BB 55 以下  

T1646 30－8－25(20)注 14(高炉) w/c≦50% 普通 30 8 注 11 25(20)注 14 BB 50 以下  

T1647 30－8－40(高炉) w/c≦50% 普通 30 8 注 11 40 BB 50 以下  

T1636 30－8－25(20)注 14(高炉) w/c≦55% 普通 30 8 注 11 25(20)注 14 BB 55 以下  

TZJ2012006 
(30)－15－25(20)注 14 

(高炉) C≧350kg 
w/c≦55% 普通 (30)注 8 15 注 12 25(20)注 14 BB 55 以下 350 以上

T1630 (30)－15－40(高炉) C≧370kg w/c≦50% 普通 (30)注 8 15 40 BB 50 以下 370 以上

TZJ2012040 (18)－15－40(高炉) C≧270kg w/c≦60% 普通 (18)注 8 15 40 注 15 BB 60 以下 270 以上

TZJ2010017 24－8－25(20)注 14(普通) w/c≦55% 普通 24 8 注 11 25(20)注 14 N 55 以下  

TZJ2014003 30－8－25(20)注 14(早強) w/c≦55% 普通 30 8 注 11 25(20)注 14 H 55 以下  

TZJ2010028 30－8－25(20)注 14(普通) w/c≦55% 普通 30 8 注 11 25(20)注 14 N 55 以下  

T1645 30－8－25(20)注 14(普通) w/c≦50% 普通 30 8 注 11 25(20)注 14 N 50 以下  

T1637 30－8－25(20)注 14(早強) w/c≦45% 普通 30 8 注 11 25(20)注 14 H 45 以下  

 40－8－25(20)注 14(早強) w/c≦55% 普通 40 8 注 11 25(20)注 14 H 55 以下  

TZJ2014006 40－8－25(20)注 14(早強)規格外品 w/c≦55% 普通 40 8 注 13 25(20)注 14 H 55 以下  

TZJ2010034 40－8－25(20)注 14(早強) w/c≦45% 普通 40 8 注 13 25(20)注 14 H 45 以下  

TZJ2012027 曲げ 4.5－2.5－40(高炉) w/c≦45% 舗装 曲げ 4.5 2.5 40 BB 45 以下  

TZJ2012029 曲げ 4.5－6.5－40(高炉) w/c≦45% 舗装 曲げ 4.5 6.5 40 BB 45 以下  

基 本 1.用途については標準的なものを示したもので，構造物の目的，現場条件等を考慮して配合を決定する。 
2.ｺﾝｸﾘｰﾄの配合は，原則として構造物の設計基準強度または要求性能上必要な水ｾﾒﾝﾄ比のいずれか厳しい条件で選定する。 

セ メ ン ト 3.「ｾﾒﾝﾄの種類による記号」とは次のとおりとする。【N：普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ，BB：高炉ｾﾒﾝﾄ B 種，H：早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ】 
4.ｾﾒﾝﾄは，橋梁上部工に用いるｺﾝｸﾘｰﾄを除き，原則として高炉ｾﾒﾝﾄ B 種を使用する。なお，海岸・砂防以外の用途では，確実なひび割れ対策が必要な場合，早期強
度を必要とする場合や寒中ｺﾝｸﾘｰﾄの場合等，必要に応じて高炉ｾﾒﾝﾄ B 種以外のｾﾒﾝﾄを使用出来る。 

5.鋼橋のｺﾝｸﾘｰﾄ床版では収縮に問題が無く，入念な養生を行うことで高炉ｾﾒﾝﾄを使用することができる。 
6.普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄを使用する場合は「ｾﾒﾝﾄの種類による記号」欄の BB を N と読み替え，「普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ使用の場合の単価ｺｰﾄﾞ」欄の単価ｺｰﾄﾞを使用する。 

混和材（剤）7.床版，合成床版，PC 床版等で膨張材を使用する場合など，特殊な混和材（剤）を使用する場合は，別途考慮する。 
強 度 8.呼び強度は，早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ及び特殊な配合を使用する場合を除き材齢 28 日の供試体強度とし，圧縮強度試験は，JIS A 1108 及び JIS A 1132，曲げ試験強度

は，JIS A 1106 及び JIS A 1132 による。 
9.呼び強度の（  ）内は参考値である。 

空 気 量 10.AE ｺﾝｸﾘｰﾄを用いることを原則とし，空気量は 4.5%を標準とする。 
ス ラ ン プ 11.ﾎﾟﾝﾌﾟ打設でｽﾗﾝﾌﾟ 8cm によりがたい場合は 12cm，または「打ち込み時の最小ｽﾗﾝﾌﾟを満足する生ｺﾝ荷卸し地点の目標ｽﾗﾝﾌﾟ」でｽﾗﾝﾌﾟを指定することができる。 

12.30－15－25（高炉）について，ｽﾗﾝﾌﾟは 18mm とすることができる。 
13.40－8－25（早強）について，高性能 AE 減水剤を使用することとし，ｽﾗﾝﾌﾟ 8cm によりがたい場合は 12cm とすることができる。 

骨 材 14.粗骨材規格欄の 25(20)は，25mm 砂利か，20mm 砕石のいずれかを使用する生ｺﾝであることを示す。 
15.ﾄﾝﾈﾙ（ｱｰﾁ,側壁）に使用するｺﾝｸﾘｰﾄの粗骨材の最大寸法 40mm は，部材最小寸法，鉄筋の最小あき，かぶりにより 25mm とすることができる。 

耐 久 性 等 16.水密性を要求する構造物は水槽・地下室等の構造物，凍結融解抵抗性を要求する構造物は連続してあるいはしばしば水で飽和される部材断面が 20mm 程度以下の
構造物（地中の構造物を除く）とする。 

17.塩害地域の橋梁等における耐久性に関する設計上の目標期間として 100 年を目安とする場合の水ｾﾒﾝﾄ比は，道路橋示方書・同解説Ⅲｺﾝｸﾘｰﾄ橋偏（平成 24 年 3 月，
社団法人日本道路協会）P178 表一解 5.2.1 に示す水ｾﾒﾝﾄ比以下とする。 

条 件 明 示 18.注 4，5，6，7，10，11，12，13，15，17 で標準と異なる条件となる場合は，施工条件総括表に明示する。 
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用      途 

設計基 

準強度 

(σck) 

N/mm2 

摘  要 

普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒ

ﾝﾄ使用の場合の

単価ｺｰﾄﾞ 

[ 共 通 ] 均しｺﾝｸﾘｰﾄ －  T1634 

[ 共 通 ] 

[ 砂 防 ] 

均しｺﾝｸﾘｰﾄ 

地すべり抑止鋼管杭中詰ｺﾝｸﾘｰﾄ 
－  T1635 

[ 共 通 ] 

[ ﾄ ﾝ ﾈ ﾙ ] 

[河川・砂防] 

[ 下 水 道 ] 

管渠の巻立ｺﾝｸﾘｰﾄ,基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ,側溝,集水桝,埋戻しｺﾝｸﾘｰﾄ,ﾌﾞﾛｯｸ積(張)の胴込・裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ 

ﾄﾝﾈﾙ(ｲﾝﾊﾞｰﾄ) 

笠ｺﾝｸﾘｰﾄ 

下水道構造物(無筋) 

18  TZJ2010001 

[ 共 通 ] 

[ 道 路 ] 

[ ﾄ ﾝ ﾈ ﾙ ] 

[河川・砂防] 

[ 下 水 道 ] 

擁壁(無筋),管渠の巻立ｺﾝｸﾘｰﾄ,基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ,側溝,集水桝,埋戻しｺﾝｸﾘｰﾄ 

橋台(無筋),橋脚(無筋) 

ﾄﾝﾈﾙ(ｲﾝﾊﾞｰﾄ) 

笠ｺﾝｸﾘｰﾄ 

下水道構造物(無筋) 

18  TZJ2010036 

[河川・砂防] 砂防ｺﾝｸﾘｰﾄ(護岸工を除く) 18  － 

[河川・砂防] 

[ 海 岸 ] 

河川構造物(無筋),練石積(張)の胴込・裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ 

海岸構造物(無筋) 
21  － 

[河川・砂防] 

[ 海 岸 ] 

河川構造物(無筋),河川根固ﾌﾞﾛｯｸ 

海岸構造物(無筋),海岸消波根固ﾌﾞﾛｯｸ(無筋) 
21  － 

[河川・砂防] 水密性・凍結融解抵抗性を要求する河川構造物(無筋)注 16 21  TZJ2010009 

[河川・砂防] 水密性・凍結融解抵抗性を要求する河川構造物(無筋)注 16 21  TZJ2010048 

[ 共 通 ] 

[ 道 路 ] 

[河川・砂防] 

[ 下 水 道 ] 

擁壁(鉄筋),函渠,側溝蓋,集水桝蓋,胸壁(ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ),ｹｰｿﾝ 

橋台(鉄筋),橋脚(鉄筋),地覆 

河川構造物（鉄筋） 

下水道構造物(鉄筋) 

24  TZJ2010017 

[ 共 通 ] 

[ 道 路 ] 

[河川・砂防] 

[ 下 水 道 ] 

擁壁(鉄筋),函渠,ｹｰｿﾝ,深礎 

橋台(鉄筋),橋脚(鉄筋),地覆 

河川構造物(鉄筋) 

下水道構造物(鉄筋) 

24 

(21) 

( )は 

深礎 
TZJ2010058 

[ 道 路 ] 

[ 海 岸 ] 

【塩害対策用】注 17：橋台(鉄筋),橋脚(鉄筋),地覆,擁壁(鉄筋),函渠 

【塩害対策用】注 17：海岸構造物(鉄筋) 
30  T1645 

[ 道 路 ] 

[ 海 岸 ] 

【塩害対策用】注 17：橋台(鉄筋),橋脚(鉄筋),地覆,擁壁(鉄筋),函渠 

【塩害対策用】注 17：海岸構造物(鉄筋) 
30  － 

[ 道 路 ] 消雪ﾊﾟｲﾌﾟ埋戻 30  TZJ2010028 

[ 共 通 ] 現場打杭(ﾍﾞﾉﾄ,ﾘﾊﾞｰｽ,ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ等) 24  － 

[ 海 岸 ] 海洋ｺﾝｸﾘｰﾄ(無筋)(水中ｺﾝｸﾘｰﾄ) －  － 

[ ﾄ ﾝ ﾈ ﾙ ] ﾄﾝﾈﾙ(ｱｰﾁ,側壁) －  TZJ2010073 

[ 道 路 ] PC 橋・RC 橋のｽﾗﾌﾞ桁の中詰,床版注 7,RC 中空床版注 7 24  － 

[ 道 路 ] PC 桁(横組) 30  － 

[ 道 路 ] 合成床版注 7 30  － 

[ 道 路 ] 【塩害対策用】注 17：PC 橋・RC 橋のｽﾗﾌﾞ桁の中詰,床版注 7,RC 中空床版注 7,合成床版注 7 30  － 

[ 道 路 ] 【塩害対策用】注 17：PC 桁(横組) 30  － 

[ 道 路 ] PC 桁(T 桁)注 16 40  － 

[ 道 路 ] PC 桁(箱桁・中空床版注 7)：高性能減水剤等使用 40 
高性能 AE 
減水剤使用 － 

[ 道 路 ] 【塩害対策用】注 17PC 桁(箱桁・中空床版注 7)：高性能減水剤等使用 40 
高性能 AE 
減水剤使用 － 

[ 道 路 ] ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装 曲げ 4.5  TZJ2010069 

[ 道 路 ] ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装(簡易な舗設機械及び人力による舗設) 曲げ 4.5  TZJ2010071 
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国北整技管第 96 号 
平成 14 年 8 月 5 日 

 
本局関係課長 殿 
各事務所長 殿 
 

北陸地方整備局長 
 

アルカリ骨材反応抑制対策について（通知） 

 
標記について、大臣官房技術審議官、大臣官房技術参事官及び航空局飛行場部長から別

紙のとおり通知があったので、通知する。 
 

担 当 
企画部 技術管理課 基準第一係 

 
 
 

国 官 技 第 1 1 2 号 
国 港 環 第 3 5 号 
国 空 建 第 7 8 号 
平成 14 年 7 月 31 日 

 
北陸地方整備局長 殿 

国土交通省大臣官房技術審議官 
国土交通省大臣官房技術参事官 
国土交通省航空局飛行場部長 

 
アルカル骨材反応抑制対策について 

 
標記について、別紙のとおり実施することとしたので通知する。 
なお、「アルカル骨材反応抑制対策について（建設省技調発第370号 平成元年7月 17

日付け 建設大臣官房技術審議官通達）」を廃止するとともに、「コンクリート中の塩化物

総量規制及びアルカル骨材反応暫定対策について（港技第 129 号、港災第 1196 号 昭和

61 年 10 月 8 日付け 運輸省港湾局技術課長、防災課長通達）」、「コンクリート中の塩化物

総量規制及びアルカル骨材反応暫定対策について（空建第 92 号 昭和 61 年 7 月 14 日付け

運輸省航空局飛行場部建設課長通達）」のうち、アルカリ骨材反応暫定対策についてのみ廃

止する。 
また、本通達は平成 14 年 9 月 1 日より適用するものとする。 
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（別紙） 
 

アルカリ骨材反応抑制対策（土木・建築共通） 

 
1. 適用範囲 
国土交通省が建設する構造物に使用されるコンクリートおよびコンクリート工場製品に

適用する。ただし、仮設構造物のように長期の耐久性を期待しなくともよいものは除く。 
 
2. 抑制対策 
構造物に使用するコンクリートは、アルカリ骨材反応を抑制するため、次の 3 つの対策

の中のいずれか 1 つについて確認をとらなければならない。なお、土木構造物については

2.1、2.2 を優先する。 
 
2.1 コンクリート中のアルカリ総量の抑制 
アルカリ量が表示されたポルトランドセメント等を使用し、コンクリート 1 ㎥に含まれ

るアルカリ総量を Na2O 換算で 3.0kg 以下にする。 
 
2.2 抑制効果のある混合セメント等の使用 

JIS R 5211高炉セメントに適合する高炉セメント〔Ｂ種またはＣ種〕あるいはJIS R 5213
フライアッシュセメントに適合するフライアッシュセメント〔Ｂ種またはＣ種〕、もしくは

混和材をポルトランドセメントに混入した結合材でアルカリ骨材反応抑制効果の確認され

たものを使用する。 
 

2.3 安全と認められる骨材の使用 
骨材のアルカリシリカ反応性試験 (化学法またはモルタルバー法) 注）の結果で無害と確

認された骨材を使用する。 
 
なお、海水または潮風の影響を受ける地域において、アルカリ骨材反応による損傷が構

造物の安全性に重大な影響を及ぼすと考えられる場合（2.3の対策をとったものは除く） に
は、塩分の浸透を防止するための塗装等の措置を講ずることが望ましい。 

 
注）試験方法は、JIS A 1145 骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（化学法）または JISA 
5308（レディーミクストコンクリート）の付属書７｢骨材のアルカリシリカ反応性試験方

法 (化学法)｣、JIS A 1146 骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（モルタルバー法）また

は JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の付属書 8「骨材のアルカリシリカ反応

性試験方法 (モルタルバー法) 」による。 
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国北整技管第 97 号 
平成 14 年 8 月 5 日 

 
本局関係課長 殿 
各事務所長 殿 
 

企 画 部 長 
 

「アルカリ骨材反応抑制対策について」の運用について（通知） 

 
標記について、大臣官房技術調査課長、港湾局環境・技術課長及び航空局飛行場部建設

課長から別紙のとおり通知があったので、通知する。 
 

担当 
技術管理課 基準第一係 

 
 
 

国 官 技 第 1 1 3 号 
国 港 環 第 3 6 号 
国 空 建 第 7 9 号 
平成 14 年 7 月 31 日 

 
北陸地方整備局 企画部長 殿 
 

国土交通省大臣官房技術調査課長 
国土交通省港湾局環境・技術課長 
国土交通省航空局飛行場部建設課長 

 
「アルカリ骨材反応抑制対策について」の運用について 

 
標記については、 ｢アルカリ骨材反応抑制対策について (国官技第 112 号 国港環第 35

号 国空建第 78 号 平成 14 年 7 月 31 日付け)｣ の運用について、別紙のとおり定めたの

で通知する。 
なお、｢｢アルカリ骨材反応抑制対策について」の運用について (建設省技調発第 371 号

平成元年 7 月 17 日付け 建設大臣官房技術調査室長通達)」 は廃止する。 
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（別紙） 
アルカリ骨材反応抑制対策（土木構造物）実施要領 

 
アルカリ骨材反応抑制対策について、一般的な材料の組み合わせのコンクリートを用い

る際の実施要領を示す。特殊な材料を用いたコンクリートや特殊な配合のコンクリートに
ついては別途検討を行う。 
 
1．現場における対処の方法 
ａ．現場でコンクリートを製造して使用する場合 
現地における骨材事情、セメントの選択の余地等を考慮し、2.1～2.3 のうちどの対策を

用いるかを決めてからコンクリートを製造する。 
ｂ．レディーミクストコンクリートを購入して使用する場合 
レディーミクストコンクリート生産者と協議して 2.1～2.3のうちどの対策によるものを

納入するかを決めそれを指定する。 
なお、2.1～2.2 を優先する。 
ｃ．コンクリート工場製品を使用する場合 
プレキャスト製品を使用する場合製造業者に 2.1～2.3のうちどの対策によっているのか

を報告させ適しているものを使用する。 
 
2．検査・確認の方法 
2.1 コンクリート中のアルカリ総量の抑制 
試験成績表に示されたセメントの全アルカリ量の最大値のうち直近 6 ケ月の最大の値

（Na2O 換算値％）／100×単位セメント量（配合表に示された値kg/m3）＋0.53×（骨材
中の NaCl％）／100×（当該単位骨材量 kg/ｍ3） ＋混和剤中のアルカリ量kg/ｍ3が3.0kg/ 
m3以下であることを計算で確かめるものとする。 
防錆剤等使用量の多い混和剤を用いる場合には、上式を用いて計算すればよい。 
なお、ＡＥ剤、ＡＥ減水剤等のように、使用量の少ない混和剤を用いる場合には、簡易

的にセメントのアルカリ量だけを考えて、セメントのアルカリ量×単位セメント量が2.5kg/
ｍ3以下であることを確かめればよいものとする。 

 
2.2 抑制効果のある混合セメント等の使用 
高炉セメントB種（スラグ混合比 40％以上）またはC種、もしくはフライアッシュセメ

ントB種（フライアッシュ混合比 15％以上）またはC種であることを試験成績表で確認す

る。 
また、混和剤をポルトランドセメントに混入して対策をする場合には、試験等によって

抑制効果を確認する。 
 
2.3 安全と認められる骨材の使用 

JIS A 1145骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（化学法）または、JIS A 5308（レデ

イーミクストコンクリート）の付属書 7 ｢骨材のアルカリシリカ反応性試験（化学法）｣ に
よる骨材試験は、工事開始前、工事中1回／6ケ月かつ産地がかわった場合に信頼できる試
験機関(注)で行い、試験に用いる骨材の採取には請負者が立ち会うことを原則とする。また、

JIS A 1146骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（モルタルバー法）またはJIS A 5308（レ
ディーミクストコンクリート）の付属書8「骨材のアルカリシリカ反応性試験（モルタルバ 
ー法)」による骨材試験の結果を用いる場合には、試験成績表により確認するとともに、信
頼できる試験機関（注）において、JIS A 1804「コンクリート生産工程管理用試験方法－骨
材のアルカリシリカ反応性試験方法 (迅速法)」で骨材が無害であることを確認するものと
する。この場合、試験に用いる骨材の採取には請負者が立ち会うことを原則とする。 
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なお、2次製品で既に製造されたものについては、請負者が立会い、製品に使用された骨
材を採取し、試験を行って確認するものとする。 
フェロニッケルスラグ骨材、銅スラグ骨材等の人工骨材および石灰石については、試験

成績表による確認を行えばよい。 
 
（注）公的機関またはこれに準ずる機関（大学、都道府県の試験機関、公益法人である民

間試験機関、その他信頼に値する民間試験機関、人工骨材については製造工場の試験
成績表でよい） 

 
3．外部からのアルカリの影響について 

2.1 および 2.2の対策を用いる場合には、コンクリートのアルカリ量をそれ以上に増や
さないことが望ましい。 
そこで、下記のすべてに該当する構造物に限定して、塩害防止も兼ねて塗装等の塩分浸

透を防ぐための措置を行うことが望ましい。 
1)既に塩害による被害を受けている地域で、アルカリ骨材反応を生じるおそれのある骨材 を
用いる場合 
2)2.1、2.2 の対策を用いたとしても、外部からのアルカリの影響を受け、被害を生じると
考えられる場合 
3)橋桁等、被害をうけると重大な影響をうける場合 
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建北技第211号 

昭和62年7月6日 

 

技 術 系 副 所 長 殿 

 

企 画 部 

技 術 管 理 課 長 

 

 

アルカリ骨材反応試験機関について（送付） 
 

 

標記について、公的試験機関又はこれに準ずる試験機関名（その他信頼に値する試験機関含む）を別

紙のとおり送付する。 

なお、別紙以外の試験機関からの試験成績表が提出された場合は、技術管理課と協議すること。 
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別紙－１ 

アルカリ骨材反応試験を実施している試験機関 

区

分 
試 験 所 名 称 〒 住所 電話番号 

公
的
ま
た
は
こ
れ
に
準
ず
る
試
験
機
関
（
そ
の
他
、
信
頼
に
値
す
る
試
験
機
関
含
む
） 

㈶建材試験センター 

（中央試験所） 
340-0003 埼玉県草加市稲荷5－21－20 0489(35)1991

㈶建材試験センター 

（中国試験所） 
757-0004 山口県厚狭郡山陽町大字山川字浴 08367(2)1223

㈶建築研究振興協会 

工業用材料検査所 
108-0014 東京都港区芝5－26－20（建築会館5F） 03(453)1281

㈶ベターリビング 

筑波建築試験センター 
305-0802 茨城県つくば市立原2 0298(64)1745

㈶茨城県建設技術管理 

センター 
310-0004 茨城県水戸市青柳町4209 0292(27)5191

㈶東海技術センター 465-0001
愛知県名古屋市名東区猪高町 

大字猪子石打 間 25－195 
052(771)5161

神奈川県工業試験所 236-0001 神奈川県横浜市金沢区昭和町3173 045(771)1301

㈶新潟県建設技術センター 950-1101 新潟県新潟市西区山田堤付 025(267)4804

富山県生コンクリート工業 

組合技術研究センター 
939-3551 富山県富山市水橋中村456－1 0764(77)1423

富山県生コンクリート工業 

組合共同試験場 
939-1273 富山県高岡市葦附1239－13 0766(36)2011

金沢大学工学部 

（土木：建築工学科） 
920-8667 石川県金沢市小立野2－40－20 076(261)2101

関東中央生コンクリート 

工業組合共同試験場 
273-0012 千葉県船橋市浜町2－16－1 0474(31)9220

(学校怯人)東京理科大学理

工学部 建築学科 

     建築材料研究室 

278-8510 千葉県野田市山崎東亀山2641 0471(24)1501

(学校法人)足利工業大学 

工学部（建築、土木） 
326-8558 栃木県足利市大前268 0284(62)0605

石川県生コンクリート 

工業組合県南共同試験 
921-8043 石川県金沢市西泉3－33－1 076(244)2100

埼玉県建設技術試験所 336-0027 埼玉県浦和市沼影2－4－7 0488(62)1321

㈶建築防災センター 140-0011 東京都品川区東大井1－12－20 03(471)2691

㈶川崎市建設技術センター 210-0826 川崎市川崎区塩浜3－24－11 044(276)1761

㈶群馬県建設技術センター 371-0854 群馬県前橋市大渡町1－10－7 0272(51)6891

㈶日本品質保証機構 481-0043
愛知県西春日井郡西春町 

大字沖村字沖浦39 
0568(23)0111
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土木コンクリート構造物の品質確保における品質確認調査方法 

 

 

１．テストハンマーによる強度推定調査は、以下に基づき実施すること。 

(１) 適用範囲 

強度確認調査の対象工種については、高さが５ｍ以上の鉄筋コンクリート擁壁（ただし

プレキャスト製品は除く。）内空断面積が 25 ㎡以上の鉄筋コンクリートカルバート類、橋

梁上・下部工（但しＰＣは除く。）トンネル及び高さが３ｍ以上の堰・水門・樋門とする。 

(２) 調査頻度 

１）調査頻度は、鉄筋コンクリート擁壁及びカルバート類については目地間、トンネルにつ

いては１打設部分、その他の構造物については強度が同じブロックを１構造物の単位とし、

各単位につき３カ所の調査を実施すること。 

２）調査の結果、所定の強度が得られない場合については、その箇所の周辺において、再調

査を５カ所実施すること。 

(３) 測定 

１）測定方法 

「硬化コンクリートのテストハンマー強度の試験方法（JSCE-G504）」により実施するこ

と。（「コンクリート標準示方書（基準編）」に掲載。） 

２）測定時期 

測定は足場が存置されている間に実施することが望ましい。 

但し、測定は所定の設計強度以上が発生したと予想される時期に測定する。 

なお、構造物の強度の発生は現場養生を行った供試体による圧縮強度試験結果から予想

することが考えられる。 

３）測定の立ち会い 

監督員等及び受注者が立ち会いのうえ、テストハンマー強度推定調査を実施するものと

する。 

立ち会いの頻度については、30％程度とすること。 

(４) 調査の報告 

構造物毎に別添様式―１により調査票を作成し、完成検査時に提出させること。 

 

２－１．圧縮強度試験の実施 

２－１において実施したテストハンマーによる強度推定調査の再調査の平均強度が所定の強度

が得られない場合、もしくは１カ所の強度が設計強度の85％を下回った場合は、以下によること。 

 

(１) コアの採取所定の強度を得られない箇所の付近において、原位置のコアを採取するものと

し、採取位置については監督員と協議を行い実施するものとする。また、コア採取位置、供

試体の抜き取り寸法等の決定に際しては、設置された鉄筋を損傷させないよう十分な検討を

行うこと。 

(２) 圧縮強度試験 

１) 試験方法 

「コンクリートからのコア及びはりの切取り方法並びに強度試験法（ＪＩＳＡ1107）」により

実施すること。 

２) 圧縮強度試験の立ち会い 

監督員等及び受注者が立ち会いのうえ、圧縮強度試験を実施するものとする。 

３) 試験の報告 

構造物毎に別添様式－１により調査票を作成させること。 
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２－２．圧縮強度試験結果が所定の強度を得られなかった場合等の対応 

圧縮強度試験の平均強度が所定の強度が得られない場合、もしくは１カ所の強度が設計強度の

85％を下回った場合は、技術管理課に相談すること。 

 

３．工事完成後の維持管理課等の基礎資料とするためのひび割れの発生状況の調査の実施は以下に

よること。 

(１) 適用範囲 

ひび割れ発生状況調査の対象工種については、高さが５ｍ以上の鉄筋コンクリート擁壁（た

だしプレキャスト製品は除く。）、内空断面積が 25 ㎡以上の鉄筋コンクリートカルバーﾄ類、

橋梁上・下部工（ただしＰＣは除く。）及び高さが３ｍ以上の堰・水門・樋門とする。 

(２) 調査方法 

１）0.2 ㎜以上のひび割れ幅について、展開図を作成するものとし、展開図に対応する写真

についても提出させること。 

２）ひび割れ等変状の認められた部分のマーキングを実施させること。 

３）ひび割れ幅は、測定専用のコンクリートクラックスケールを用いて測定する。 

(３) 調査時期 

調査は、足場が存置されている間に実施することが望ましい。 

但し、測定は所定の設計強度以上が発生したと予想される時期に測定する。 

なお、構造物の強度の発生は現場養生を行った供試体による圧縮強度試験結果から予想する

事などが考えられる。 

(４) 調査の報告 

構造物毎に別添様式―２により調査票を作成し、完成検査時に提出させること。 

(５) 調査結果の評価 

調査結果の評価に当たっては、別添の「ひび割れ調査結果の評価に関する留意事項」を参考

にすること。 
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別添様式－１ 

テストハンマーによる強度推定調査票（１） 

構造物名（工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称） 

 

工事名    

請負者名    

構造物名 （工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称） 

現場代理人名    

主任技術者名    

監理技術者名    

測定者名    

    

位置 測定ＮＯ   

構造物形式    

構造物寸法    

竣工年月日 平成 年 月 日   

適用仕様書    

コンクリート 

の種類    

コンクリートの 

設計基準強度 

コンクリートの

呼び強度 

 

Ｎ／ｍｍ2 Ｎ／ｍｍ2

海岸からの距離 海上、海岸沿い、海岸から        ｋｍ 

周辺環境① 工場、住宅・商業地、農地、山地、その他（             ）

周辺環境② 普通地、雪寒地、その他（                    ）

  

直下周辺環境 河川・海、道路、その他（                    ）

構造物位置図（１／５００００を標準とする） 

 

添付しない場合は 

（別添資料－○参照）と記入し、資料提出 
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別添様式－１ 

テストハンマーによる強度推定調査票（２） 

構造物名  （工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称） 

 

 

 

 

 

一般図、立面図等 

 

添付しない場合は 

（別添資料－○参照）と記入し、 

資料提出 
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別添様式－１ 

テストハンマーによる強度推定調査票（３） 

構造物名  （工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称） 

 

 

 

 

 

全景写真 

 

添付しない場合は 

（別添資料－○参照）と記入し、 

資料提出 
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別添様式－１ 

テストハンマーによる強度推定調査票（４） 

構造物名  （工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称） 

 

調査箇所 ① ② ③ ④ ⑤ 

推定強度           

（Ｎ／ｍ㎡） 
          

反発硬度 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

打撃方向      

（補正値）      

乾燥状態 ・乾燥 ・乾燥 ・乾燥 ・乾燥 ・乾燥 

（補正値） ・湿っている ・湿っている ・湿っている ・湿っている ・湿っている

 ・濡れている ・濡れている ・濡れている ・濡れている ・濡れている

      

材齢 日 日 日 日 日

      

推定強度結果の最大値                          Ｎ／ｍｍ2 

推定強度結果の最小値                          Ｎ／ｍｍ2 

推定強度結果の最大値と最小値の差                    Ｎ／ｍｍ2 
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別添様式－１ 

テストハンマーによる強度推定調査票（５） 

構造物名  （工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称） 

 

 

 

 

 

強度測定箇所 

 

添付しない場合は 

（別添資料－○参照）と記入し、 

資料提出 
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別添様式－１ 

テストハンマーによる強度推定調査票（６） 

構造物名  （工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称） 

－   コア採取による圧縮強度試験   － 

コンクリートの圧縮試験結果 

材齢２８日圧縮強度試験  １本目の試験結果  

     同      ２本目の試験結果  

     同      ３本目の試験結果  

     同       ３本の平均値  

【備考】 
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別添様式－２ 

ひび割れ調査票（１） 

工事名    

請負者名    

構造物名 （工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称） 

現場代理人名    

主任技術者名    

監理技術者名    

測定者名    

    

位置 測定ＮＯ   

構造物形式    

構造物寸法    

竣工年月日 平成 年 月 日   

適用仕様書    

コンクリート 

の種類    

コンクリートの 

設計基準強度 

コンクリートの

呼び強度 

 

Ｎ／ｍｍ2 Ｎ／ｍｍ2

海岸からの距離 海上、海岸沿い、海岸から        ｋｍ 

周辺環境① 工場、住宅・商業地、農地、山地、その他（             ）

周辺環境② 普通地、雪寒地、その他（                    ）

  

直下周辺環境 河川・海、道路、その他（                    ）

構造物位置図（１／５００００を標準とする） 

 

添付しない場合は 

（別添資料－○参照）と記入し、資料提出 
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別添様式－２ 

ひび割れ調査票（２） 

 

 

 

 

 

構造物一般図 

 

添付しない場合は 

（別添資料－○参照）と記入し、 

資料提出 
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別添様式－２ 

ひび割れ調査票（３） 

 

ひび割れ 有，無 本数：１～２本，３～５本，多数 

ひび割れ総延長     約  ｍ 

最大ひび割れ幅（○で囲む） 

０．２㎜以下，  ０．３㎜以下， 

０．４㎜以下   ０．５㎜以下， 

０．６㎜以下   ０．８㎜以下， 

         ㎜ 

発生時期（○で囲む） 

数時間～１日，数日，数１０日以上，不明 

規則性：有，無 

形態：網状，表層，貫通，表層ｏｒ貫通 

方向：主鉄筋方向，直通方向，両方向， 

鉄筋とは無関係 
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別添様式－２ 

ひび割れ調査票（４） 

 

 

 

 

 

ひび割れ発生状況のスケッチ図 

 

添付しない場合は 

（別添資料－○参照）と記入し、 

資料提出 
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別添様式－２ 

ひび割れ調査票（５） 

 

 

 

 

 

ひび割れ発生箇所の写真 

 

添付しない場合は 

（別添資料－○参照）と記入し、 

資料提出 
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（別添） 

 

ひび割れ調査結果の評価に関する留意事項 

 

【原因の推定方法】 

原因の推定方法については、「コンクリートのひび割れ調査、補修、補強指針」（日本

コンクリート工学協会）で詳しく述べられており、これを参考にすると良い。ひび割れの

発生パターン（発生時期、規則性、形態）・コンクリート変形要因（収縮性、膨張性、そ

の他）・配合（富配合、貧配合）・気象条件（気温、湿度）を総合的に判断して、原因を

推定することができる。 

また、「コンクリート標準示方書［維持管理編］」（土木学会）においても、ひび割れ

の発生原因の推定等について記述されているので、参考にされたい。 

 

 

【判断基準】 

補修の要否に関するひび割れ幅については、「コンクリートのひび割れ調査、補修、補

強指針」に記載されている（表－１）。施工時に発生する初期欠陥の例については、「コ

ンクリート標準示方書［維持管理編］」に示されている。（図－１）。 

実際の運用にあたっては、対象とする構造物や環境条件により、補修・補強の要否の判

断基準は異なる。完成時に発生しているひび割れは、すべてが問題となるひび割れではな

い。例えば、ボックスカルバートなどに発生する水和熱によるひび割れ（図－１参照）に

関しては、ボックスカルバートの形状から発生することを避けられないひび割れであるが、

機能上何ら問題は無い。 

 

 

 

（運 用） 

ひび割れの発生に問題が生じ判断に困った際には、近年のコンクリートに関する

諸問題に対応するため、コンクリートの診断・維持管理に関する幅広い知識を持っ

た技術者として、（社）日本コンクリート工学協会が認知している「コンクリート

診断士」に相談することも考慮する。 
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表－１  補修の要否に関するひび割れ幅の限度 

 

 

  
耐久性からみた場合 

防水性から

みた場合 

  環境

きびしい 中間 ゆるやか    その他の要因 

 区分  

（Ａ）補修を必要とする

ひび割れ幅（㎜） 

大 ０．４以上 ０．４以上 ０．６以上 ０．２以上 

中 ０．４以上 ０．６以上 ０．８以上 ０．２以上 

小 ０．６以上 ０．８以上 １．０以上 ０．２以上 

（Ｂ）補修を必要としな

い ひび割れ幅（㎜） 

大 ０．１以下 ０．２以下 ０．２以下 ０．０５以下 

中 ０．１以下 ０．２以下 ０．３以下 ０．０５以下 

小 ０．２以下 ０．３以下 ０．３以下 ０．０５以下 

注１）その他の要因（大、中、小）とは、コンクリート構造物の耐久性及び防水性に

及ぼす有害性の程度を示し、下記の要因の影響を総合して定める。ひび割れの深

さ・パターン、かぶり厚さ、コンクリート表面被覆の有無、材料・配（調）合、

打継ぎなど。 

２）主として鉄筋の錆の発生条件の観点からみた環境条件。 
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―水和熱（１）―               ―水和熱（２）― 

 

 

―乾燥収縮ひび割れ―            ―長時間の練り混ぜ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―沈みひび割れ―              ―型枠の変形― 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

―急速な打込み―             ―不適切な打重ね処理― 

（コールドジョイント） 

 

図―１  施工時に発生する初期欠陥の例
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事 務 連 絡 

平成１４年１２月２６日 

土木工事検査員（監）様 

工 務 課 長 様 

工事検査室長 

 

高炉セメントを使用した生コンクリートの現場養生した供試体の 

圧縮強度試験について（通知） 

 

標記について、冬期などの低温状況下では強度の発現性は低下し、材齢２８日の圧縮強度は

呼び強度に達しないという傾向があります。そこで、当面下記のとおり対応することとした

ので事務所職員に周知してください。 

 

記 

１．現場養生による供試体の圧縮強度試験は、当該コンクリート構造物の所要強度が発現し

たと思われる段階で（シュミットハンマー等で確認）圧縮強度試験を実施する。 

 

２．標準養生による供試体の圧縮強度試験は従来通りとする 

 

 

「参考資料」 

参考資料―１ 高炉セメントを用いた生コンクリートの注意事項について、（新潟県生コンク

リート工業組合） 

参考資料―２ 現場コンクリートあれこれ（（社）セメント協会）
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技第  １００５ 号 

平成１９年６月１１日 

 

土木部関係課長 様 

流域下水道事務所長 様 

地域振興局土木部関係部（所）長 様 

交通政策局関係課長 様 

地域振興局交通政策局関係事務所（副部）長 様 

 

土木部技術管理課長  

 

コンクリート圧縮強度試験の実施機関について（通知） 

 

コンクリートの圧縮強度試験については､工業標準化法改正に伴いＪＮＬＡ(工

業標準化法に基づく試験所登録制度）制度に基づく民間試験機関も公的実施機関

として取扱うこととしたので、「平成１０年１０月１日付け技第６３号、コンク

リート圧縮試験に用いる供試体の取扱いについて（通知)、土木部技術管理課長」 

の一部を下記のとおり改定したので通知します。 

 

記 

１ 改定内容 

（現行） 

「σ２８のコンクリート圧縮強度試験は、（財）新潟県建設技術センターで行う。」 

（改定） 

「σ２８のコンクリート圧縮強度試験は、公的実施機関（（財）新潟県建設技術

センター及び工業標準化法第５７条に基づき登録試験事業者として登録（ＪＮＬ

Ａ登録）された新潟県内の機関）で行う｡」 

 

２ 実施時期 

平成１９年７月１日からコンクリート圧縮試験を行う工事から実施 

 

 

 

担当：工事検査室佐野土木工事検査監 

℡：０２５－２８０－５３９０ 
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技第1019号の２

平成26年８月19日

市 町 村 長 様

新 潟 県 土 木 部

技術管理課長

コンクリート単位水量測定器による生コンクリートの品質管理について（通知）

コンクリートの品質と耐久性を確保するため、標準仕様書土木工事施工管理基準に定め

るとおり、荷下ろし地点での単位水量測定による品質管理をし、かつ、重要構造物につい

ては、水セメント比の測定を行い監督員へ品質管理資料を提出することとしています。

この度、コンクリート単位水量測定器Ｗ/Ｃミータ［ＭＴ-400］の開発とともに、Ｗ／Ｃ

ミータによるコンクリート単位水量及び水セメント比管理要領（案）（以下「管理要領

(案)」という。）が改訂されました。

ついては、標準仕様書土木工事施工管理基準に定めるほか、下記の重要構造物について

は、管理要領(案)（平成26年６月）に基づき水セメント比の測定を行い監督員へ品質管理

資料の提出を行うものとします。

なお、平成20年３月14日技第1037号「コンクリート単位水量測定器による生コンクリー

トの品質管理について（通知）」は廃止します。

記

１．水セメント比の測定を義務付ける重要構造物（プレキャスト製品を除く）

① 擁壁（Ｈ＝5ｍ以上）

② ボックスカルバート（内空断面積25㎡以上）

③ 橋梁（上・下部）

④ トンネル

⑤ ダム

⑥ 砂防堰堤

⑦ 排水機場

⑧ 堰・水門

⑨ 樋門

⑩ 洞門

⑪ その他測定が必要と認められる重要構造物
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２．測定・管理の方法

単位水量：コンクリート単位水量測定器（Ｗ/Ｃミータ）を用いて、単位水量を測定し、

標準仕様書土木工事施工管理基準による品質規格値を適用する。

水ｾﾒﾝﾄ比：管理要領(案)（平成２６年６月）によるものとする。ただし、水セメント

比の管理規格値は定めない。

なお、品質管理基準等に関わる、その他の項目については、管理要領(案)によるもの

とする。

３．特記仕様書記載例

第○○条 コンクリートの品質確保における試験の実施

本工事で施工する○○構造物の施工にあたっては、Ｗ／Ｃミータによるコンク

リート単位水量及び水セメント比管理要領（案）（平成26年６月）に基づき単位

水量測定器（Ｗ/Ｃミータ［ＭＴ-200］・［ＭＴ-300］・［ＭＴ-400］）を用いて

単位水量と水セメント比の測定を行うものとする。なお、品質管理基準は、標準

仕様書土木工事施工管理基準〔品質管理〕によるものとする。

また、水セメント比を算出し、監督員に提出するものとする。

４．試験に要する費用

（１）試験に要する費用（単価）は、別途通知する。

（２）試験に要する費用の合計額は、技術管理費に計上する。

５．適用期間

平成26年９月１日以降に発注（公告）する工事から適用するものとする。

なお、これ以前に発注した工事で、単位水量測定器（Ｗ/Ｃミータ［ＭＴ-400］）を

使用する場合は、変更協議により対応するものとする。

担当 技術管理課 工事検査室

高橋、畑山
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